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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2010 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 1.7％と、4 期連続のプラス

成長となったが成長率は鈍化した。消費、設備投資をはじめ最終需要は総じて堅調だ

ったが、内需回復にともない輸入が増加し成長率を押し下げた。 

・9～10 月に発表された経済指標は、景気の底堅さを示す内容のものが多く、景気の二

番底懸念は和らいだ。家計部門では 9 月の雇用者数が国勢調査にともなう臨時職員の

減少により前月比 10 万人減少したが、民間雇用は同 6 万人増加した。また、8 月の実

質個人消費は前月比 0.2％と 4 ヶ月連続で増加した。8 月の住宅着工件数は 60 万戸と

2 ヶ月連続で増加し、住宅購入支援策が打ち切られた影響による反動減が一服する兆

しがみられる。 

・企業部門では、景況感を示す 9 月のＩＳＭ指数は、製造業で 54.4、非製造業は 53.0

といずれも前月比低下したが、景気判断の目安となる 50 の水準をそれぞれ 14 ヶ月、9

ヶ月連続で上回った。また、設備投資動向を示す 8 月の資本財出荷（国防と航空機を

除くコアベース）は前月比 1.7％増と 7 ヶ月連続で増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 9 月 21 日に開催したＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）

で、政策金利であるＦＦ金利（誘導目標）を 0％～0.25％に据え置き、資産規模を維

持するため、保有証券の償還分の国債への再投資を継続することを決定した。また、

会合後の声明文では、物価低迷への懸念を示したうえで、状況が改善しない場合には

追加緩和策の用意があることを表明した。このため、次回 11 月 2～3 日の会合では、

国債の買い切りを柱とする量的緩和策を決定するとの見方が広がった。 
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○デフレ懸念の米国でインフレの芽 

・米国の消費者物価上昇率は前年比 1％程度と長期平均の 3％を下回っている。ＦＲＢは 9

月に開催した会合後の声明で、物価低迷に強い懸念を表明しており、次回 11 月会合で

は量的緩和策に踏み切る公算が大きい。中央銀行による積極的な貨幣供給により資産価

格に影響を与え、結果的に景気や物価を押し上げることを狙った政策とみられる。 

・ＦＲＢによる一段の金融緩和への期待は、金融市場の心理を変化させ、様々な資産価格

を上昇させている。とりわけ、投資対象として金融商品的な性格を強めている一次産品

市場への資金流入が拡大している。穀物市場の動向をみると、ロシアによる禁輸措置を

きっかけに小麦相場が高騰し、とうもろこしや大豆など相場全般に上昇が広がった。金

融緩和への期待が膨らんだことにより相場の上昇テンポが加速している。また、ガソリ

ン価格は春以来の高値に上昇し、銅など金属相場も過去最高値に近い水準にある。この

結果、2 年前に原油など一次産品価格が高騰し、わが国でもガソリンをはじめ様々なモ

ノの値段が上昇したが、その当時の価格体系に少しずつ近づいている。 

・このため、デフレが懸念されている米国で、インフレの芽を感じ取る議論も出始めてい

る。今後も景気の力強い回復が見込みにくい中で、食料品価格やガソリン価格の上昇が

続けば、中低所得層世帯の家計を圧迫し、スタグフレーション（景気低迷下の物価上昇）

に近い状況に直面することが懸念される。米紙の報道によれば、ガソリン価格が 15％上

昇すれば消費者にとり年間 500 億ドルの負担増となり、食料品価格が 5％上昇すれば同

400 億ドルの負担増の要因になると見込まれている。 

・企業は価格転嫁が困難な状況にあり、「川上インフレ・川下デフレ（ディスインフレ）」

の様相が鮮明になる可能性があろう。しかし問題はそれにはとどまらない。ＦＲＢの積

極的な金融緩和策は金融市場の期待を高め、経済動向も弱いながら景気回復の動きが続

いている。このまま来年にかけて金融市場が安定し景気が回復していけば、一次産品価

格の上昇が川下まで広がり、インフレ圧力の増大に直面することにもなりかねない。 

図表．シカゴ市場のとうもろこし相場の推移 
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  景 気 経 済 指 標 2007 2008 2009 10/1Q 10/2Q 10/3Q 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) 2.1 0.4 -2.4 3.7 1.7 - - - - -

 個人消費（同） 2.6 -0.2 -0.6 1.9 2.2 - - - - -

 住宅投資（同） -18.5 -22.9 -20.4 -12.3 25.6 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 51.1 45.5 46.2 58.2 58.8 55.4 59.7 56.2 55.5 56.3 54.4

ＩＳＭ非製造業指数 53.5 47.3 46.2 53.0 54.9 53.0 55.4 53.8 54.3 51.5 53.2

景気先行指数(CI） -0.2 -2.7 0.5 2.4 1.3 0.5 -0.2 0.1 0.3

企業収益（税引前） -6.1 -16.4 -0.4 10.5 3.0 - - - - -

　　同　（前年比） 37.6 37.0 - - - - -

個人 実質可処分所得 2.3 1.7 0.6 0.3 1.1 0.4 0.2 -0.2 0.2

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 103.3 57.9 45.2 51.7 58.2 50.9 62.7 54.3 51.0 53.2 48.5

需 ｺｱ小売売上高 4.5 1.9 -0.9 1.9 0.4 -0.2 0.4 -0.1 0.5

実質個人消費 2.4 -0.3 -1.2 0.5 0.5 0.3 0.1 0.2 0.2

自動車販売台数（年率､万台） 1,609 1,319 1,040 1,098 1,134 1,156 1,162 1,114 1,153 1,144 1,171

要 個人貯蓄率 2.1 4.1 6.0 5.5 5.9 6.0 6.0 5.7 5.8

消費者信用残高 5.8 1.5 -4.4 -0.5 -0.6 -0.1 0.0 -0.1 0.0

設備 ｺｱ資本財出荷 4.2 0.7 -16.2 2.9 4.1 1.6 0.9 0.0 1.7

サ 投資 ｺｱ資本財受注 5.3 -4.2 -19.8 3.6 7.0 4.7 3.6 -5.3 5.1

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 54.3 42.1 51.6 62.3 63.3 52.6 65.7 58.5 53.5 53.1 51.1

 　　 同    （非製造業） 54.7 47.0 47.9 57.3 56.6 54.7 57.1 54.4 56.7 52.4 54.9

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 134 90 55 62 60 59 54 54 60

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 77 48 37 36 34 28 31 29 29

中古住宅販売（年率､万戸） 568 489 516 514 557 566 526 384 413

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -4.4 -16.7 -12.9 1.5 5.0 5.4 5.0 4.1

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 11.9 12.1 -18.0 5.6 3.4 2.8 -2.0 2.7

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 7.8 6.6 -13.6 4.0 1.8 2.3 -1.2 2.9

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 55.8 52.3 48.5 58.8 59.7 55.5 62.0 56.0 56.5 55.5 54.5

供 生産 鉱工業生産 2.7 -3.3 -9.3 1.7 1.6 1.1 0.1 0.6 0.2

設備稼働率(％) 81.3 77.9 70.0 72.5 73.8 74.0 74.1 74.6 74.7

給 企業在庫率 1.28 1.32 1.36 1.25 1.25 1.25 1.26 1.26

非農業部門生産性 1.6 1.0 3.5 3.9 -1.8 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 4.6 5.8 9.3 9.7 9.7 9.6 9.7 9.5 9.5 9.6 9.6

雇用者増(非農業)(万人) 108 -362 -474 26 57 -22 43 -18 -7 -6 -10

イ 　　同　（製造業）(万人) -28 -90 -129 6 8 0 4 0 3 -3 -1

　　同 （非製造業）(万人) 123 -215 -227 24 26 25 3 6 8 8 9

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 5.6 7.5 -25.9 6.0 6.3 3.1 3.2 -2.5

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 1.9 -3.3 -15.6 4.1 5.3 2.9 4.7 -2.2

 国際収支 経常収支(億㌦) -7,181 -6,689 -3,784 -1,092 -1,233 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -7,021 -6,988 -3,749 -1,145 -1,316 -418 -498 -428

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 2.0 3.4 2.6 0.9 1.1 1.3 1.0 1.5 1.3

消費者物価（総合、前年比） 2.9 3.8 -0.4 2.4 1.8 2.0 1.1 1.2 1.1

消費者物価（ｺｱ） 2.3 2.3 1.7 0.0 0.2 0.1 0.2 0.1 0.0

   同   （前年比） 1.3 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 2.4 2.3 1.5 0.3 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1

   同          （前年比） 1.8 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4

単位労働コスト（非農業） 2.4 2.2 -1.6 -4.6 1.1 - - - - -

平均時給 4.0 3.8 3.0 0.5 0.4 0.5 0.3 0.1 0.1 0.3 0.1

   同   （前年比） 2.3 2.4 2.2 2.4 2.4 2.3 2.1 2.1

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 64.6 66.5 48.3 70.7 70.8 63.2 77.5 57.0 57.5 61.5 70.5

 財    政 財政収支(億㌦) -1,615 -4,548 -14,157 -3,289 -2,870 -1,359 -684 -1,650 -905

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 6.3 7.1 7.8 0.0 2.0 12.2 4.5 -0.1 6.7

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 7,766 4,891 4,415 2,036 1,612 353 444 612

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 5.02 1.93 0.16 0.13 0.19 0.19 0.20 0.18 0.18 0.19 0.19

10年物国債利回り(平均、％) 4.63 3.67 3.26 3.72 3.49 2.79 3.42 3.20 3.01 2.70 2.65

ＮＹダウ指数（平均） 13,170 11,253 8,877 10,454 10,571 10,390 10,500 10,159 10,222 10,350 10,598

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 103.6 99.9 105.6 102.2 103.8 102.5 104.6 105.2 103.4 102.6 101.6

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 117.8 103.4 93.6 90.7 92.1 85.7 92.0 90.8 87.5 85.4 84.4

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.37 1.47 1.39 1.38 1.27 1.29 1.26 1.22 1.28 1.29 1.31

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 72.3 99.6 61.8 78.7 78.0 76.2 74.1 75.4 76.4 76.7 75.5

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 320 365 246 275 265 270 260 258 262 270 277

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 1.4 3.9 - - - - -

　(下段：前年比) 2.8 0.3 -4.0 0.8 1.9 - - - - -

OECD景気先行指数 0.1 -6.8 -3.8 9.4 6.7 6.7 5.1 3.6 2.1

総合景況指数（長期平均=100）* 109.2 93.5 80.8 96.6 99.3 102.2 98.4 98.9 101.1 102.3 103.2

消費者信頼感指数＊ -4.9 -18.1 -24.7 -16.8 -16.7 -12.1 -17.8 -17.3 -14.0 -11.4 -10.9

小売数量* 　（上段：指数） 103.8 103.1 100.8 101.3 101.4 101.4 101.8 101.8 101.4

　（下段：前年比） 1.6 -0.7 -2.3 0.4 0.6 0.9 1.4 1.1 0.6

新車登録 -0.8 -7.6 3.4 7.5 -11.4 -13.7 -10.7 -21.3 -16.1

建設業信頼感指数＊ 0.0 -13.3 -30.9 -27.4 -27.7 -27.8 -28.3 -30.1 -28.6 -28.5 -26.2

域外輸出金額 8.5 3.9 -18.0 12.9 22.8 23.5 27.1 17.5

鉱工業景況＊ 4.5 -9.3 -28.4 -12.2 -6.4 -2.9 -6.4 -5.6 -4.0 -2.9 -1.8

鉱工業生産　（上段：指数） 108.2 106.3 90.5 94.3 96.6 97.0 96.9 97.0

　（下段：前年比） 3.7 -1.8 -14.8 4.6 9.0 9.5 8.2 7.3

失業率(%)* 7.5 7.6 9.4 9.9 10.1 10.1 10.1 10.1 10.1

域外輸入金額 5.9 8.1 -20.9 9.6 27.1 29.5 31.4 24.4

経常収支（10億euro） 21 -147 -56 -25 -24 -18 2

貿易収支（10億euro） 29 -33 20 -4 -1 -4 2 7

生産者物価 2.7 6.1 -5.1 -0.1 3.0 3.1 3.1 4.0 3.6

消費者物価 2.1 3.3 0.3 1.1 1.5 1.7 1.6 1.4 1.7 1.6 1.8

消費者物価（コア） 1.9 1.8 1.4 0.9 0.9 0.9 0.9 1.0 1.0

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 11.4 7.5 -0.1 -0.3 0.1 -0.2 0.1 0.5 1.0

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.28 4.63 1.23 0.66 0.69 0.87 0.7 0.7 0.9 0.9 0.9

10年物国債金利(%) 4.33 4.36 4.03 4.07 3.85 3.52 3.7 3.7 3.6 3.4 3.5

株価（DJ Euro Stoxx) 416 314 234 268 262 260 253 253 255 259 265

為替相場（ドル/ユーロ） 1.37 1.47 1.39 1.38 1.27 1.29 1.25 1.22 1.28 1.29 1.31

名目実効相場 4.9 6.8 0.2 -0.9 -7.5 -9.8 -7.8 -10.9 -9.3 -9.8 -10.4

短期レポ金利（期末値） 4.00 2.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は、財政危機の影響などにより一部で停滞がみられるものの、ドイツ

など主要国を中心に改善が続いている。2010 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期

比年率 3.9％と 4 年ぶりの高成長となった。また、9 月の総合景況指数は 103.2 と、金

融危機前の 2008 年 1 月以来 2 年 8 ヶ月ぶりの高水準となった。欧州委員会やＩＭＦな

ど主要機関は、2010 年の成長率予測を相次ぎ上方修正した。 

・家計部門では 8 月の新車登録台数が前年比 16.1％減と、各国の販売支援策の終了・縮

小により 5 ヶ月連続減少した。また失業率は 10.1％と 12 年ぶりの高水準にある。一

方、企業部門では、9 月の鉱工業景況感は－1.8 と金融危機前の水準に改善した。 

・ＥＣＢ（欧州中央銀行）は 10 月の定例理事会で、政策金利を過去最低の 1％に据え置

いた。また、金融市場安定化策として実施している固定金利・無制限の資金供給策の

継続を決定した。理事会後の会見でトリシェ総裁は、景気回復が続くとの見解を示し

ながら不透明感の強さにも言及した。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 1.9 9.0 - - - - -

（下段：前年比） 2.8 0.7 -4.7 2.0 3.7 - - - - -

OECD景気先行指数 1.7 -6.1 -5.6 16.1 14.5 14.6 12.7 10.7 8.7

IFO企業景況指数 106.1 96.8 87.7 96.6 101.7 106.6 101.6 101.9 106.2 106.7 106.8

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 111.7 93.4 2.4 4.7 3.2 -0.5 0.0 1.8

（除く建設） （下段：前年比） 6.1 0.0 -16.4 7.5 14.1 13.2 14.8 7.9 15.1

製造業受注* 11.0 -6.1 -24.2 24.1 29.9 28.2 28.6 22.8 25.4

国内* 8.8 -4.8 -22.0 17.2 24.3 22.5 22.6 13.9 15.2

海外* 12.9 -7.1 -26.1 30.3 34.8 33.3 33.7 31.1 34.2

建設* 2.9 -0.6 -0.1 -6.9 4.5 4.9 3.6 6.1 1.8

建設業信頼感指数* -24 -25 -29 -26 -22 -19 -23 -22 -20 -20 -17

消費者信頼感指数* 4 -8 -25 -16 -8 3 -9 -10 0 3 5

小売売上数量（除く自動車）* -1.2 -0.1 -2.1 0.0 1.3 2.1 3.0 1.1 2.2

新車登録 -9.2 -1.8 23.2 -22.8 -33.0 -25.0 -35.1 -32.3 -30.2 -27.0 -17.8

賃金（月給、全産業） 1.3 2.9 2.3 1.7 2.1 2.0 2.1 0.9

就業者数* 1.7 1.4 -0.1 -0.3 0.1 - - - - -

失業率(%)* 9.0 7.8 8.2 8.1 7.7 7.6 7.7 7.7 7.6 7.6 7.5

旧西(%)* 6.9 6.4 7.0 6.9 6.6 6.4 6.6 6.6 6.5 6.5 6.4

旧東(%)* 14.2 12.8 12.7 12.4 11.9 11.6 12.0 11.9 11.8 11.7 11.6

輸出金額* 8.4 1.4 -18.3 10.7 24.6 29.2 25.5 21.3 23.6

輸入金額* 5.1 4.3 -17.2 6.8 26.6 34.6 29.4 26.8 26.9

生産者物価（鉱工業） 1.3 5.4 -4.2 -2.6 1.0 0.9 1.7 3.7 3.2

消費者物価 2.3 2.6 0.4 0.7 1.0 1.2 1.2 0.9 1.2 1.0 1.3

10年物国債金利（%) 4.23 3.99 3.26 3.20 2.82 2.45 2.75 2.63 2.65 2.36 2.33

DAX株価指数 7,466 6,204 5,023 5,815 6,090 6,133 5,966 6,081 6,061 6,122 6,215

07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 0.7 2.8 - - - - -

（下段：前年比） 2.3 0.1 -2.5 1.2 1.7 - - - - -

OECD景気先行指数 -1.1 -6.5 -0.8 7.1 2.5 2.5 0.8 -0.8 -2.1

INSEE企業生産見通しDI*(%) 8 -31 -39 -1 0 1 -3 -4 -1 1 3

鉱工業生産* （上段：指数） 102.3 99.5 87.5 91.3 92.1 93.0 91.5 92.2 92.2

（除く建設） （下段：前年比） 1.2 -2.7 -12.1 5.1 7.3 8.1 5.4 5.6 3.2

建設業信頼感指数* 19 0 -35 -30 -32 -30 -31 -34 -30 -30 -29

消費者信頼感指数* -6 -22 -28 -17 -21 -19 -21 -22 -22 -18 -18

小売売上数量* （上段：指数） 106.8 108.2 108.1 110.0 111.5 112.2 110.9 113.3

（下段：前年比） 4.0 1.3 -0.1 2.7 3.3 5.1 1.8 5.5

新車登録 3.2 -0.7 12.0 16.9 -3.7 -10.4 -11.5 -1.3 -12.8 -9.9 -8.1

家計工業品消費（除く自動車）* 5.2 -0.3 0.8 1.8 0.4 2.1 -1.9 2.4 1.2

輸出金額* 3.4 2.7 -17.3 7.5 12.5 2.6 18.5 10.2 19.1

輸入金額* 6.0 5.3 -17.8 5.8 13.2 10.1 14.7 19.1 22.3

生産者物価（鉱工業中間財） 2.8 5.6 -6.4 1.2 3.9 4.2 3.6 3.8 3.4

消費者物価 1.5 2.8 0.1 1.3 1.6 1.6 1.5 1.7 1.4

10年物国債金利(%) 4.29 4.19 3.62 3.45 3.18 2.78 3.07 3.06 2.98 2.68 2.67

CAC40株価指数 5,728 4,340 3,345 3,850 3,702 3,627 3,562 3,558 3,539 3,617 3,724

（ 出所） Dat ast ream   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9

実質ＧＤＰ*(上段：前期比) 1.8 4.7 - - - - -

(下段：前年比) 2.7 -0.1 -4.9 -0.3 1.7 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -2 -35 -28 12 24 10 - - - - -

OECD景気先行指数 -0.9 -7.1 -3.4 7.4 4.4 4.5 2.8 1.1

企業収益（税引き前） 6.4 7.7 -6.6 -5.6 0.8 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -4.1 -19.4 -18.4 -4.1 -8.9 -15.7 -9.6 -10.8 -17.4 -13.1 -16.7

小売売上＊ 3.8 2.2 1.4 -0.2 0.8 1.2 0.7 1.0 0.5

新車登録 2.5 -11.3 -6.4 27.3 11.8 -11.0 13.5 10.8 -13.2 -17.5 -8.9

新規建設工事受注＊ 1.9 -18.7 -14.4

輸出 * -9.3 14.1 -9.7 11.7 20.1 20.5 24.2 17.1 18.0

CBI輸出受注評価 -3 -15 -45 -25 -5 -6 3 -2 -12 -1 -5

製造業生産＊ 0.5 -2.9 -10.8 1.6 3.6 3.9 4.0 5.1 6.0

CBI能力以下操業割合 55 57 73 66 62 60 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 10 16 21 10 10 3 10 11 3 1 4

就業者数＊ 0.6 0.2 -2.2 -1.7 -0.6 - - - - -

失業率(%)* 2.7 2.8 4.7 4.9 4.6 4.6 4.5 4.5 4.5

輸入 輸入 * -2.9 11.1 -10.2 9.5 18.8 22.2 21.6 21.8 21.6

経常収支（10億£） -36 -24 -16 -11 -7 - - - - -

貿易収支（10億£）* -90 -93 -82 -22 -23 -8 -8 -9 -8

製造業生産者物価 2.5 7.3 1.3 4.4 5.5 4.7 5.5 5.1 5.0 4.7 4.4

消費者物価 2.3 3.6 2.1 3.2 3.4 3.1 3.3 3.2 3.1 3.1 3.0

ハリファクス住宅価格指数 9.3 -8.6 -9.9 4.8 6.3 2.9 5.0 4.8 2.8 1.2 -2.0

平均実収 4.0 3.5 1.4 4.4 1.6 1.8 2.0 2.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 11.9 15.7 5.4 10.4 11.5 11.0 11.5 10.9 9.7

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.95 5.49 1.15 0.65 0.72 0.80 0.72 0.75 0.80 0.80 0.80

10年物国債金利(%) 5.00 4.48 3.66 4.06 3.69 3.25 3.66 3.43 3.46 3.16 3.12

株価（FT100) 6404 5366 4569 5431 5368 5316 5237 5139 5158 5276 5515

為替相場（ドル/£） 2.00 1.85 1.57 1.56 1.49 1.55 1.46 1.48 1.53 1.57 1.56

実効相場(前年比） 2.4 -12.1 -11.6 2.5 -1.5 -1.3 -1.6 -3.5 -2.6 -1.1 0.0

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。
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【英国の主要経済指標】

消
費
・
投
資

２．英国 

・英国の景気は改善している。2010 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 4.7％

と、9 年ぶりの高成長となった。 

・企業部門では製造業生産が 7 ヶ月連続で前年比増加した。家計部門では失業率の改善

が一服しこのところ横ばいにとどまっているが、小売売上は 6 ヶ月連続で前年比増加

した。一方、物価については、9 月の消費者物価上昇率は前年比 3.0％と小幅縮小した。 

・ＢＯＥ（イングランド銀行）は 10 月の金融政策委員会で、政策金利を 0.5％、国債な

どの資産買い取り枠を 2000 億ポンドに据え置く方針を決定した。一方、財政再建に取

り組む政府は今月 17 日に歳出削減の具体策を取りまとめる方針を表明している。財政

再建による景気への影響が懸念されており、ＢＯＥは追加の金融緩和策を実施すると

の予測が広がっている。 
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